
私立学校法の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備に関する政令 概要 

 

第一 私立学校法施行令の一部改正 

一 私立学校法第七十条第五項の規定による承諾に関する手続等 

私立学校法（昭和二十四年法律第二百七十号）第七十条第五項の規定による承諾等に

関して、文部科学省令で定めるところにより書面又は電子情報処理組織を使用する方法

その他の情報通信の技術を利用する方法であって文部科学省令で定めるものによって

得るものとする等の承諾を得る手続に関する規定を整備すること。  （第二条関係） 

 二 大臣所轄学校法人等の基準 

  １ 私立学校法第百四十三条の政令で定める学校法人等の事業の規模に関する基準は、

次のいずれかに該当することとすること。    （第三条第一項及び第二項関係） 

   （一）最終会計年度に係る収支計算書に基づいて計算した経常的な収益の額が十億円

以上であること。 

（二）最終会計年度に係る貸借対照表の負債の部に計上した額の合計額が二十億円以

上であること。 

２ 私立学校法第百四十三条の政令で定める学校法人等の事業を行う区域に関する基

準は、次のいずれかに該当することとすること。      （第三条第三項関係） 

 （一）三以上の都道府県の区域内に私立学校、私立専修学校又は私立各種学校を設置

していること。 

 （二）広域の通信制の課程を置く私立高等学校等を設置していること。 

 三 常勤の監事の選定の特例の適用に関する基準 

   私立学校法第百四十五条第一項の政令で定める大臣所轄学校法人等の事業の規模に

関する基準は、次のいずれかに該当することとすること。      （第四条関係） 

  １ 最終会計年度に係る収支計算書に基づいて計算した経常的な収益の額が百億円以

上であること。 

  ２ 最終会計年度に係る貸借対照表の負債の部に計上した額の合計額が二百億円以上

であること。 

 四 その他 

   その他所要の改正を行うこと。 

 

第二 関係政令の整備 

 関係政令について所要の規定の整備を行うこと。       （第二条～第四条関係） 

 

第三 施行期日等 

一 この政令は、令和七年四月一日から施行すること。      （附則第一項関係） 

二 その他関係政令について所要の規定の整理を行うこと。    （附則第二項関係） 

 


